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本
会
で
は
、主
権
者
教
育
の

推
進
と
し
て
、現
在
、改
訂
に

向
け
て
中
央
教
育
審
議
会
で

審
議
中
の
「
学
習
指
導
要
領
」

に
学
校
と
議
会
が
連
携
し
た

主
権
者
教
育
の
推
進
の
明
記

及
び
出
前
講
座
や
模
擬
議
会

な
ど
、議
会
自
ら
が
主
体
的
に

行
う
主
権
者
教
育
の
取
組
に

対
す
る
支
援
を
求
め
て
い
る
。

令
和
8
年
度
総
務
省
予
算

案
で
は
、
①
選
挙
管
理
委
員

会
等
が
実
施
す
る
出
前
授
業

な
ど
へ
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派

遣
に
よ
る
支
援
②
地
方
公
共

団
体
や
地
域
の
啓
発
団
体
等

と
連
携
し
た
参
加・体
験
型
の

研
修
会
の
実
施
及
び
優
良
事

例
の
横
展
開
の
推
進
等
主
権

者
教
育
の
推
進
費
と
し
て
１・

1
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス

テ
ム
の
標
準
化
に
関
す
る
法

律
に
よ
り
、令
和
７
年
度
ま
で

に
原
則
全
て
の
自
治
体
が
ガ

バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
上
に
構

築
さ
れ
た
標
準
準
拠
シ
ス
テ

ム
へ
の
移
行
を
目
標
に
し
て

い
る
が
、移
行
の
難
易
度
が
極

め
て
高
い
こ
と
や
事
業
者
の

リ
ソ
ー
ス
逼
迫
な
ど
の
事
情

に
よ
り
８
年
度
以
降
に
移
行

せ
ざ
る
を
得
な
い
シ
ス
テ
ム

に
つ
い
て
は
、概
ね
5
年
以
内

に
移
行
で
き
る
よ
う
積
極
的

に
支
援
す
る
と
し
て
い
る
。

標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
へ
の

移
行
に
必
要
と
な
る
経
費
に

令
和
7
年
6
月
に
閣
議
決

定
さ
れ
た
第
1
次
国
土
強
靱

化
実
施
中
期
計
画
に
基
づ
き
、

対
策
の
初
年
度
は
令
和
７
年

度
補
正
予
算
を
活
用
し
、
防

災
・
減
災
・
老
朽
化
対
策
を
含

む
国
土
強
靱
化
の
取
組
が
切

れ
目
な
く
推
進
さ
れ
る
。

同
実
施
計
画
で
は
、
計

画
期
間
内
に
実
施
す
べ
き
３

２
６
施
策
の
う
ち
、
推
進
が

特
に
必
要
と
な
る
施
策
と
し

て
、
新
た
に
▽
上
下
水
道
施

設
の
戦
略
的
維
持
管
理・更
新

▽
災
害
対
策
を
リ
ー
ド
す
る

司
令
塔
と
し
て
の
防
災
庁
の

設
置
―
な
ど
1
１
４
の
施
策

を
位
置
付
け
、
令
和
８
年
度

か
ら
5
年
間
（
事
業
規
模
概

ね
20
兆
円
強
程
度
）
で
重
点

的
、
集
中
的
に
実
施
す
る
と

し
て
い
る
。
ま
た
、
南
海
ト

ラ
フ
地
震
が
30
年
以
内
に
発

生
す
る
確
率
等
に
鑑
み
、
概

ね
30
年
程
度
を
一
つ
の
目
安

と
し
て
、
ハ
ー
ド・ソ
フ
ト
の

施
策
を
効
果
的
に
組
み
合
わ

せ
、
着
実
に
取
組
を
進
め
る

生
活
再
建
で
は
、
応
急
仮

設
住
宅
の
必
要
戸
数
の
全
て

が
完
成
し
た
ほ
か
、
恒
久
的

住
宅
に
つ
い
て
も
、
全
て
の

用
地
確
保
に
向
け
て
早
期
整

備
に
向
け
た
支
援
が
な
さ
れ

て
い
る
ほ
か
、
生
業
再
建
や

公
費
解
体
、
イ
ン
フ
ラ
整
備

等
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

令
和
8
年
度
復
興
庁
所
管

の
予
算
案
は
、４
４
９
２
億
円

を
計
上
。来
年
度
を
初
年
度
と

す
る
第
３
期
復
興・創
生
期
間

に
お
い
て
、被
災
地
の
復
興
に

必
要
な
取
り
組
み
を
精
力
的

に
進
め
る
た
め
、4
つ
の
方
針

に
沿
っ
て
実
施
す
る
。

東
京
電
力
福
島
第
1
原
発

事
故
の
被
災
地
へ
の
住
宅
の

帰
還
に
向
け
た
環
境
整
備
や

企
業
誘
致
を
通
じ
た
雇
用
創

出
に
重
点
を
置
い
た
予
算
構

成
。
主
な
内
訳
は
、▽
原
子
力

災
害
か
ら
の
復
興・再
生
が
２

８
９
５
億
円
▽
産
業・生
業
の

再
生
が
7
０
０
億
円
▽
創
造

的
復
興
が
2
７
５
億
円
な
ど

と
な
っ
て
い
る
。

地
方
自
治
法
改
正
の
周
知
と

主
権
者
教
育
の
推
進

主
権
者
教
育
の
推
進
を

＝
松
坂
吉
則
千
葉
市
議
会
議

長
）
は
２
月
４
日
、全
国
都
市

会
館
で
第
１
５
２
回
委
員
会

を
開
催
し
、今
年
度
の
要
望
結

果
概
要
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

委
員
会
に
出
席
し
た
丸
子

善
弘
会
長
（
山
形
市
議
会
議

国
会
対
策
委
員
会（
委
員
長

長
）
は
、会
議
の
席
上
、厚

生
年
金
制
度
へ
の
地
方
議

会
議
員
の
加
入
実
現
を
求

め
る
意
見
書
等
の
採
択
率

が
７
割
を
超
え
た
こ
と
に

御
礼
の
意
を
述
べ
、今
後
の

取
組
に
つ
い
て
、
地
元
選

出
の
国
会
議
員
を
中
心
に

積
極
的
な
要
望
活
動
を
委

員
に
呼
び
か
け
た
。

地
方
自
治
法
改
正
の
周
知

国会対策
委 員 会

令
和
６
年
能
登
半
島
地
震

か
ら
の
復
旧
・
復
興

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧・復
興

頻
発
・
激
甚
化
す
る
大
規
模
災

害
等
か
ら
の
防
災
・
減
災
対
策

及
び
復
旧・復
興
対
策
等

つ
い
て
は
、
５
５
９
・
4
億

円
が
令
和
７
年
度
総
務
省
所

管
補
正
予
算
で
措
置
さ
れ
る

と
と
も
に
、
デ
ジ
タ
ル
庁
で

も
標
準
化
移
行
後
に
一
時
的

に
増
加
し
て
い
る
運
用
経
費

の
抑
制
・
適
正
化
を
含
め
た

運
用
の
最
適
化
を
図
る
た
め

の
補
助
金
か
ら
成
る
事
業
費

３
６
６
億
円
を
計
上
。
ま
た
、

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
人
材
の
育
成

に
15
・
5
億
円
が
8
年
度
総

務
省
所
管
予
算
案
に
計
上
さ

れ
て
い
る
ほ
か
、
デ
ジ
タ
ル

庁
の
8
年
度
予
算
で
も
、
マ

イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
の
利
便
性
向

上
や
地
方
公
共
団
体
の
基
幹

業
務
シ
ス
テ
ム
の
統
一
標
準

化
の
推
進
等
か
ら
成
る
情
報

シ
ス
テ
ム
の
整
備
・
運
用
に

関
す
る
経
費
４
９
９
0
・
4

自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
の

標
準
化
・
共
通
化
の
推
進 

松坂委員長
（千葉市）

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

と
し
て
い
る
。
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薄井委員長
（ひたちなか市）

地
方
に
活
力
を
取
り
戻
す

地
方
創
生
総
合
戦
略　

 

閣
議
決
定

日
、
全
国
都
市
会
館
で
第

１
７
３
回
委
員
会
を
開
催

し
、
今
年
度
の
要
望
結
果
概

要
に
つ
い
て
報
告
し
、
次
年

度
へ
の
申
し
送
り
事
項
を
決

定
し
た
。

あ
い
さ
つ
に
立
っ
た
薄
井

委
員
長
は
、「
昨
年
11
月
に

大
分
市
に
お
い
て
発
生
し
た

地
方
行
政
委
員
会
（
委
員

長
＝
薄
井
宏
安
ひ
た
ち
な
か

市
議
会
議
長
）
は
２
月
17

大
規
模
火
災
に
よ
り
被
災

さ
れ
た
方
々
に
対
し
、
お

見
舞
い
を
申
し
上
げ
る
と

と
も
に
、
一
日
も
早
い
復

旧
・
復
興
を
お
祈
り
申
し

上
げ
る
」
と
述
べ
た
。

委
員
会
で
は
、
総
務
省

自
治
行
政
局
の
植
田
昌
也

行
政
課
長
が
「
地
方
行
政

の
現
状
と
課
題
」
と
題
し

て
説
明
し
た
（
説
明
資
料

＝

）。

地
方
創
生
の
推
進  

令
和
７
年
6
月
に
閣
議
決

定
さ
れ
た
「
地
方
創
生
2・0

基
本
構
想
」
に
よ
り
、
今
後

10
年
間
を
見
据
え
た
地
方
創

生
の
方
向
性
が
定
め
ら
れ
た

が
、
目
指
す
姿
の
実
現
に
向

け
て
、
高
市
内
閣
発
足
後
、

昨
年
の
12
月
23
日
に
「
地
方

創
生
に
関
す
る
総
合
戦
略
」

が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。

同
総
合
戦
略
は
、
こ
れ
ま

で
の
地
方
創
生
の
取
組
を

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
す
る
と
と

も
に
、
地
方
創
生
施
策
の
推

進
戦
略
を
取
り
ま
と
め
た
も

の
。「
強
い
経
済
」「
豊
か
な

生
活
環
境
」「
選
ば
れ
る
地

方
」
と
い
う
目
標
が
設
定
さ

れ
、
２
０
２
５
年
度
を
初
年

度
と
す
る
５
か
年
を
対
象
と

し
て
い
る
。

本
年
の
夏
を
目
処
に
取
り

ま
と
め
ら
れ
る
「
地
域
未
来

算
案
で
は
、
緊
急
消
防
援
助

隊
の
充
実
強
化
と
し
て
58
・

1
億
円
を
計
上
。
中
で
も

「
緊
急
消
防
援
助
隊
基
本
計

地方行政
委 員 会

戦
略
」
は
、
こ
の
フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
や
地
方
創
生
施
策
の

推
進
戦
略
を
踏
ま
え
、「
強

い
経
済
」
の
実
現
に
力
点
を

置
い
た
形
で
取
り
ま
と
め
る

全
体
戦
略
。
同
総
合
戦
略
で

整
理
さ
れ
る
施
策
を
基
盤
に
、

「
強
い
経
済
」
の
実
現
に
力

点
を
置
い
た
施
策
を
追
加
す

る
こ
と
で
、
大
き
く
３
つ
の

類
型
の
ク
ラ
ス
タ
ー
を
推
進

し
て
い
く
と
し
て
い
る
（
上

掲
）。

消
防
防
災
体
制
の
充
実
強
化  

令
和
8
年
度
消
防
庁
予

画
」
に

基
づ
い

て
部
隊

を
増
強

す
る
た

め
、
車

両
・
資

機
材
の

整
備
促

進
と
し

て
、
緊

急
消
防

援
助
隊

設
備
整
備
費
補
助
金
の
54
・

9
億
円
を
は
じ
め
、
関
連
経

費
の
所
要
額
が
計
上
さ
れ
て

い
る
。

ま
た
、
令
和
7
年
度
の
補

正
予
算
で
は
、林
野
火
災
や
大

規
模
災
害
に
備
え
る
た
め
、大

船
渡
市
林
野
火
災
等
を
踏
ま

え
、消
防
防
災
ヘ
リ
の
増
強
に

加
え
、海
や
河
川
な
ど
自
然
水

利
を
利
用
で
き
る
ス
ー
パ
ー

ポ
ン
パ
ー
や
大
型
水
槽
付
き

放
水
車
等
の
配
備
、夜
間
の
監

視
に
対
応
で
き
る
ド
ロ
ー
ン

等
の
整
備
に
つ
い
て
予
算
措

置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。

本
委
員
会
は
、
東
海
部
会

提
出
の
決
議
の
附
託
を
受
け
、

え
ん
罪
被
害
者
救
済
の
た
め
、

再
審
請
求
審
に
お
け
る
証
拠

開
示
や
再
審
開
始
決
定
後
の

速
や
か
な
審
理
開
始
、
再
審

請
求
手
続
に
関
す
る
規
程
の

整
備
な
ど
、
再
審
制
度
の
適

正
化
を
図
り
、
え
ん
罪
が
疑

わ
れ
る
事
案
に
つ
い
て
速
や

か
に
対
応
す
る
こ
と
を
求
め

て
い
る
。

法
務
大
臣
の
諮
問
機
関
で

あ
る
法
制
審
議
会
は
、
再
審

制
度
に
関
す
る
答
申
案
を
賛

成
多
数
で
採
択
し
、
2
月
12

日
に
平
口
洋
法
務
大
臣
に
答

申
。
今
後
、
答
申
を
踏
ま
え

た
法
案
の
提
出
に
向
け
た
準

備
が
進
め
ら
れ
る
。

こ
の
ほ
か
、
い
じ
め
認
知

件
数
・
児
童
虐
待
相
談
対
応

件
数
は
過
去
最
多
と
な
り
、

小
中
高
生
の
自
殺
者
数
も
過

去
最
多
と
な
る
な
ど
、
子
ど

も
・
若
者
を
取
り
巻
く
人
権

状
況
は
深
刻
で
あ
る
。
ま
た
、

Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
に
お
け
る
誹
謗
中

傷
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
侵
害
、

ネ
ッ
ト
い
じ
め
、
ヘ
イ
ト
ス

ピ
ー
チ
等
が
社
会
問
題
化
し
、

人
権
相
談
件
数
も
中
長
期
的

に
増
加
傾
向
に
あ
り
、
イ
ン

人
権
救
済
制
度
の
確
立

え
ん
罪
被
害
者
救
済

タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
人
権
侵
害

が
社
会
問
題
化
し
て
い
る
。

令
和
８
年
度
法
務
省
予
算

案
で
は
、
こ
ど
も
・
若
者
の

人
権
侵
害
の
解
消
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
深
刻
な
人

権
侵
害
の
解
消
、
様
々
な

偏
見
・
差
別
等
の
解
消
に
向

け
、
35
・
63
億
円
が
計
上
さ

れ
て
い
る
。

組
織
犯
罪
対
策
の
推
進  

令
和
８
年
度
警
察
庁
予
算

案
で
は
、
犯
罪
対
策
の
推
進

と
し
て
40
億
２
６
０
０
万
円

を
計
上
し
て
い
る
。

近
年
、
匿
名
・
流
動
型
犯

罪
グ
ル
ー
プ
は
、
特
殊
詐
欺

や
Ｓ
Ｎ
Ｓ
型
投
資
・
ロ
マ
ン

ス
詐
欺
を
含
む
様
々
な
犯
罪

へ
の
関
与
が
う
か
が
わ
れ
、

こ
れ
ら
組
織
犯
罪
は
極
め
て

憂
慮
す
べ
き
状
況
。
ま
た
、

覚
醒
剤
や
大
麻
の
流
通
、
銃

器
隠
匿
方
法
の
巧
妙
化
、
犯

罪
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
等
も
進

ん
で
い
る
。

こ
う
し
た
厳
し
い
組
織
犯

罪
情
勢
を
踏
ま
え
、
暴
力

団
や
匿
名
・
流
動
型
犯
罪
グ

ル
ー
プ
の
弱
体
化
・
壊
滅
に

向
け
た
対
策
を
推
進
す
る
と

し
て
い
る
。

スーパーポンパー 夜間監視・熱源探査ドローン

/// 地域未来戦略における 3 つの類型のクラスター ///
① 戦略産業クラスター

熊本県のTSMC（台湾積体電路製造）や北海道のラピ
ダス株式会社を支えるクラスターのように、日本成長戦略
における17の戦略分野に関する検討が主導する形で企
業の大規模投資を中心に形成されるものである。

② 地域産業クラスター
都道府県知事主導で計画されるクラスターであって、複
数の地方公共団体の連携促進や中堅企業支援策の適
用等、政府の施策の戦略的活用をプッシュ型で提案し
ていくことで、その形成・拡大を目指すものである。

③ 地場産業支援
地場産業の更なる付加価値向上を支援し地域経済クラ
スターの拡大を目指すものである。

https://www.si-gichokai.jp/giin/koendoc/gyosei/r07/index.php
https://www.si-gichokai.jp/giin/koendoc/gyosei/r07/index.php
https://www.si-gichokai.jp/giin/koendoc/gyosei/r07/index.php
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柏倉副委員長
（寒河江市）

地
方
税
体
系
の
構
築
を

税
源
の
偏
在
是
正　
安
定
的
な
税
収

地
方
財
政
委
員
会
は
２
月

同
委
員
会
で
は
、
社
会
保

障
関
係
費
の
増
大
を
は
じ
め
、

地
方
創
生
や
デ
ジ
タ
ル
化
な

ど
の
重
要
課
題
や
人
件
費
の

増
加
、
物
価
高
に
対
応
す
る

た
め
、
地
方
の
財
政
需
要
を

適
切
に
地
方
財
政
計
画
に
計

上
し
、
地
方
税
、
地
方
交
付

税
等
の
一
般
財
源
総
額
を
増

額
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
た
。

令
和
8
年
度
の
地
方
財
政

対
策
で
は
、
交
付
団
体
ベ
ー

ス
で
前
年
度
か
ら
3・7
兆
円

増
額
と
な
る
67・5
兆
円
を
確

保
。
地
方
税
は
47・８
兆
円
と

過
去
最
高
の
税
収
額
が
見
込

ま
れ
、
地
方
譲
与
税
と
の
合

計
額
は
、
前
年
度
を
2・６
兆

円
上
回
る
51
・
0
兆
円
、
地

方
交
付
税
総
額
（
出
口
ベ
ー

ス
）
は
前
年
度
を
1・２
兆
円

上
回
る
20・2
兆
円
を
計
上
し
、

８
年
連
続
の
増
額
と
な
っ
た
。

ま
た
、
臨
時
財
政
対
策
債
は
、

平
成
13
年
度
の
制
度
創
設
以

来
、
初
め
て
新
規
発
行
額
が

ゼ
ロ
と
な
っ
た
前
年
度
に
引

き
続
き
ゼ
ロ
と
さ
れ
、
そ
の

上
で
「
臨
時
財
政
対
策
債
償

還
基
金
費
（
仮
称
）」（
0
・

8
兆
円
）
が
創
設
さ
れ
た
。

同
委
員
会
で
は
、
き
め
細

か
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
今
後

も
安
定
的
に
提
供
し
て
い
く

た
め
、地
方
税
制
の
拡
充
強
化

を
求
め
、そ
の
際
、税
源
の
偏

在
性
が
小
さ
く
、税
収
が
安
定

的
な
地
方
税
体
系
の
構
築
に

努
め
る
と
と
も
に
、
国
税・地

方
税
の
政
策
税
制
に
つ
い
て

地方財政
委 員 会

12
日
、
全
国
都
市
会
館
で
第

１
６
９
回
委
員
会
を
開
催
。

柏
倉
信
一
副
委
員
長
（
寒
河

江
市
議
会
議
長
）
の
あ
い
さ

つ
の
後
、
委
員
長
市
の
豊
岡

市
の
議
長
交
代
に
伴
い
欠
員

と
な
っ
て
い
た
委
員
長
の
補

道府県民税利子割に係る清算制度

銀行等

Ｂ県庁Ａ県庁

（Ｂ県庁が
住所地）（Ｂ県の支店口座）

（Ａ県に
本店所在）

インターネット銀行 口座名義人
（納税義務者）

ＢＡＮＫ

税収帰属を適正化
するため、
都道府県間で清算利子割

を納付

Ｂ県Ａ県

※利子割税収（清算後）の6割は都道府県が
	 市町村に交付	 （総務省資料より）

欠
選
任
を
行
い
、
浅
田
徹
豊

岡
市
議
会
議
長
を
選
任
し
た
。

委
員
会
で
は
、
今
年
度
の

要
望
結
果
に
つ
い
て
報
告
し
、

浅田委員長
（豊岡市）

次
年
度
へ
の
申
し
送
り
事

項
を
決
定
し
た
。

当
日
は
、
総
務
省
自
治

税
務
局
の
市
川
靖
之
企
画

課
長
が
「
令
和
8
年
度
地

方
税
制
改
正
の
概
要
に
つ

い
て
」、
同
省
自
治
財
政
局

の
神
門
純
一
財
政
課
長
が

「
令
和
8
年
度
地
方
財
政
の

姿
」
と
題
し
て
説
明
し
た
。

は
、積
極
的
な
整
理
合
理
化
を

図
る
こ
と
を
求
め
て
い
た
。

国
税・地
方
税
の
政
策
税
制

に
つ
い
て
は
、高
市
内
閣
に
お

い
て
「
租
税
特
別
措
置・補
助

金
見
直
し
担
当
大
臣
（
大
臣

＝
片
山
さ
つ
き
参
議
院
議
員
）

が
置
か
れ
、租
税
特
別
措
置
や

補
助
金
等
に
つ
い
て
、必
要
な

見
直
し
が
検
討
さ
れ
、直
ち
に

見
直
し
可
能
な
項
目
は
、令
和

8
年
度
政
府
税
制
改
正
大
綱

に
反
映
し
、
令
和
9
年
度
予

算
編
成・税
制
改
正
で
は
、
要

求・要
望
段
階
か
ら
査
定
段
階

ま
で
一
貫
し
た
対
応
を
実
施

す
る
と
さ
れ
た
。

令
和
８
年
度
税
制
改
正
で

は
、
国
税
の
賃
上
げ
促
進
税

制
が
見
直
さ
れ
た
こ
と
に
よ

り
、地
方
税
（
法
人
住
民
税
及

そ
の
利
子
割
税
収
は
金
融
口

座
が
存
在
す
る
都
道
府
県
に

帰
属
す
る
仕
組
み
と
な
っ
て

い
る
。
し
か
し
、ネ
ッ
ト
銀
行

の
普
及
に
よ
り
ネ
ッ
ト
銀
行

の
店
舗
が
集
ま
る
東
京
都
な

ど
、特
定
の
自
治
体
に
税
収
が

集
中
（
偏
在
）
し
て
お
り
、あ

る
べ
き
税
収
帰
属
地（
利
子
受

取
人
が
居
住
す
る
都
道
府
県
）

と
課
税
団
体
と
の
間
に
乖
離

が
生
じ
て
い
る
。こ
の
現
状
を

踏
ま
え
、金
融
機
関
が
口
座
所

在
地
の
都
道
府
県
に
税
を
納

入
す
る
現
行
の
仕
組
み
は
維

持
し
つ
つ
、都
道
府
県
間
で
個

人
に
係
る
所
得
金
額
を
基
準

に
税
収
帰
属
を
都
道
府
県
間

で
調
整
す
る
清
算
制
度
が
令

和
8
年
度
か
ら
導
入
さ
れ
る
。

な
お
、経
済
の
デ
ジ
タ
ル
化

に
伴
う
国
際
課
税
ル
ー
ル
の

見
直
し
に
よ
り
、法
人
課
税
に

関
す
る
国
内
の
税
制
を
整
備

す
る
際
に
は
、地
方
法
人
課
税

分
が
含
ま
れ
る
点
を
踏
ま
え

た
税
制
の
構
築
を
求
め
て
い

た
が
、ト
ラ
ン
プ
米
大
統
領
が

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
主
導
の
国
際
課
税

ル
ー
ル
か
ら
事
実
上
の
離
脱

を
表
明
し
て
い
る
た
め
、見
直

し
の
状
況
に
至
っ
て
い
な
い
。

負
担
の
原
則
を
踏
ま
え
、
税

負
担
の
公
平
性
の
観
点
か
ら

検
討
し
、
税
財
源
を
安
定
的

に
確
保
す
る
こ
と
を
求
め
て
い

た
が
、
令
和
10
年
度
以
後
に

お
け
る
自
動
車
税
及
び
軽
自

動
車
税
に
つ
い
て
は
、
公
平
・

中
立
・
簡
素
な
税
負
担
の
仕
組

み
等
が
検
討
さ
れ
、
一
律
に
最

低
税
率
（
自
家
用
＝
2
万
5
千

円
）
が
適
用
さ
れ
て
い
た
電
気

自
動
車
（
Ｅ
Ｖ
・
Ｆ
Ｃ
Ｖ
）
に

対
し
て
車
両
重
量
に
応
じ
た

課
税
方
式
を
導
入
し
、
令
和

9
年
度
税
制
改
正
で
結
論
を

得
る
と
さ
れ
て
い
る
。

個
人
が
銀
行
等
の
預
貯
金

利
子
受
取
時
、所
得
税
の
ほ
か

地
方
税
（
道
府
県
民
税
利
子

割
）
が
特
別
徴
収
さ
れ
る
が
、

国
税・地
方
税
の
政
策
税
制
の

積
極
的
な
整
理
合
理
化

び
法
人
事
業
税
）
は
、平
年
度

３
３
２
億
円
の
増
収
が
見
込

ま
れ
て
い
る
。

特
に
偏
在
性
の
高
い
地
方

法
人
課
税
に
お
け
る
税
源
の

偏
在
を
是
正
す
る
追
加
的
な

措
置
と
し
て
、
新
た
に
法
人

事
業
税
資
本
割
を
特
別
法
人

事
業
税・譲
与
税
の
対
象
と
す

る
と
と
も
に
、
所
得
割・収
入

割
に
係
る
特
別
法
人
事
業
税・

譲
与
税
の
割
合
を
高
め
る
な

ど
の
措
置
を
検
討
し
、
令
和

9
年
度
税
制
改
正
で
結
論
を

得
る
と
さ
れ
て
い
る
。

自
動
車
関
係
諸
税
に
つ
い

て
は
、
原
因
者
負
担
・
受
益
者

自
動
車
関
係
諸
税
の
見
直
し

都
市・地
方
の
持
続
可
能
な
発
展

の
た
め
の
地
方
税
体
系
の
構
築

道
府
県
民
税
利
子
割
の

税
収
帰
属
の
適
正
化

https://www.soumu.go.jp/main_content/001047636.pdf
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子
化
対
策
等  

こ
ど
も
関
連
政
策
の
円

滑
・
強
力
な
推
進
と
地
方
の

意
見
の
反
映
、
保
育
従
事
者

の
処
遇
改
善
な
ど
を
要
望
し

た
。令

和
８
年
度
こ
ど
も
家
庭

庁
予
算
案
で
は
７
兆
４
９
５

６
億
円
を
計
上
し
、「
こ
ど
も

未
来
戦
略
」
加
速
化
プ
ラ
ン

（
３・６
兆
円
程
度
）
に
基
づ

く
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援
の

抜
本
強
化
を
着
実
に
推
進
す

る
と
と
も
に
、
親
の
就
労
の

有
無
に
関
係
な
く
保
育
所
を

利
用
で
き
る
「
こ
ど
も
誰
で

も
通
園
制
度
」
の
全
国
展
開
、

保
育
士
等
の
処
遇
改
善
、
認

可
外
保
育
施
設
の
給
付
上
限

額
引
き
上
げ
、
病
児
保
育
の

充
実
な
ど
こ
ど
も
・
子
育
て

政
策
が
大
幅
に
強
化
さ
れ
る
。

こ
の
う
ち
、保
育
関
係
予
算

は
２
兆
５
７
３
１
億
円（
７
年

度
補
正
予
算
１
３
９
５
億
円
）

で
、「
保
育
政
策
の
新
た
な
方

向
性
」
に
基
づ
く
取
組
の
推

進
と
し
て
保
育
士
、
幼
稚
園

教
諭
の
処
遇
改
善
や
「
こ
ど

も
誰
で
も
通
園
制
度
」
の
全

国
展
開
を
は
じ
め
保
育
提
供

体
制
の
確
保
な
ど
が
推
進
さ

れ
る
。
ま
た
、
多
様
な
保
育

の
充
実
と
し
て
、
病
児
保
育

事
業
に
お
い
て
病
児
保
育
の

広
域
連
携
の
た
め
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ

化
ま
た
は
予
約
等
の
シ
ス
テ

ム
の
導
入
の
取
り
組
み
等
が

支
援
さ
れ
る
。

地
域
医
療
施
策  

医
師
不
足
・
偏
在
対
策
の

推
進
や
、
自
治
体
病
院
へ
の

財
政
支
援
等
に
つ
い
て
診
療

報
酬
改
定
の
速
や
か
な
実
施

な
ど
を
要
望
し
た
。

令
和
7
年
12
月
5
日
に
成

立
し
た
「
医
療
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
」
に
お
い

て
、
医
師
偏
在
是
正
に
向
け

た
総
合
的
な
対
策
が
盛
り
込

ま
れ
た
（
上
表
）。

診
療
報
酬
に
つ
い
て
は
、

令
和
８
年
度
の
改
定
で
令
和

８
～
９
年
度
の
２
年
度
平

均
で
３
・
09
％
引
き
上
げ
る

こ
と
と
な
っ
た
。
ま
た
、
実

際
の
経
済
・
物
価
の
動
向
が

大
き
く
変
動
し
、
医
療
機
関

な
ど
の
経
営
状
況
に
支
障
が

生
じ
た
場
合
は
、
9
年
度
予

算
編
成
で
必
要
な
調
整
を
す

る
方
針
と
な
っ
て
い
る
。

介
護
保
険
制
度  

早
急
な
訪
問
介
護
の
基
本

報
酬
引
き
上
げ
及
び
介
護
従

事
者
の
処
遇
改
善
な
ど
を
要

望
し
た
。

令
和
７
年
度
厚
生
労
働
省

補
正
予
算
に
お
い
て
緊
急
措

置
さ
れ
た
医
療
介
護
・
支
援

パ
ッ
ケ
ー
ジ
１
兆
３
６
４
９

億
円
の
う
ち
、
介
護
分
野
の

職
員
の
賃
上
げ
・
職
場
環
境

改
善
支
援
事
業
に
１
９
２
０

億
円
、
介
護
事
業
所
・
施
設

の
サ
ー
ビ
ス
継
続
支
援
事
業

に
５
１
０
億
円
が
措
置
さ
れ
、

介
護
従
事
者
や
職
場
環
境
の

改
善
、
物
価
上
昇
の
影
響
下

で
介
護
事
業
所
・
施
設
が
必

要
な
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
円
滑

に
継
続
可
能
な
経
費
等
が
支

援
さ
れ
る
。

令
和
８
年
度
の
介
護
報
酬

改
定
で
は
、
強
い
経
済
を
実

現
す
る
総
合
経
済
対
策
を
踏

ま
え
、
9
年
度
の
介
護
報
酬

改
定
を
待
た
ず
に
期
中
改
定

が
行
わ
れ
る
。
改
定
率
は

２・03
％
で
、介
護
職
員
の
み

な
ら
ず
介
護
従
事
者
を
対
象

に
幅
広
く
月
１・０
万
円
の

賃
上
げ
が
行
わ
れ
る
。
ま
た
、

生
産
性
向
上
や
共
同
化
に
取

り
組
む
事
業
者
の
介
護
職
員

を
対
象
に
月
０・７
万
円
の

上
乗
せ
措
置
が
行
わ
れ
、
合

計
で
最
大
１・９
万
円
の
賃

上
げ
と
な
る
。

文

教

施

策  

教
職
員
の
人
材
確
保
と
働

き
方
改
革
、35
人
学
級
の
実
施

な
ど
に
つ
い
て
要
望
し
た
。

令
和
８
年
度
文
部
科
学
省

予
算
案
で
は
、中
学
校
35
人
学

級
の
実
現
や
養
護
教
諭
の
配

置
充
実
、学
校
事
務
体
制
の
機

能
強
化
等
に
係
る
新
た
な「
定

数
改
善
計
画
」
の
策
定
、
教

職
調
整
額
の
改
善
や
主
務
教

諭
の
創
設
等
の
教
師
の
処
遇

改
善
に
１
兆
７
１
１
８
億
円

（
令
和
７
年
度
補
正
７
１
５
億

円
）、
学
校
給
食
費
の
抜
本
的

な
負
担
軽
減（
い
わ
ゆ
る
給
食

無
償
化
）に
１
６
４
９
億
円
な

ど
所
要
額
が
計
上
さ
れ
た
。

環
境
保
全
施
策  

地
球
温
暖
化
対
策
な
ど
５

項
目
を
要
望
し
た
。

令
和
８
年
度
環
境
省
予
算

案
で
は
、「
地
域
脱
炭
素
推
進

交
付
金
」
と
し
て
２
７
０
・

18
億
円
（
７
年
度
補
正

３
３
５・00
億
円
）が
計
上
さ

れ
、
民
間
と
共
同
で
意
欲
的

に
脱
炭
素
に
取
り
組
む
地
方

公
共
団
体
に
対
し
、
複
数
年

度
に
わ
た
っ
て
継
続
的
か
つ

包
括
的
な
支
援
を
行
う
と
し

た
。

里雄副委員長
（海津市）

医
師
偏
在
是
正
へ
総
合
対
策

医
療
法
等
一
部
改
正

長
＝
中
平
政
志
宇
和
島
市
議

会
議
長
）
は
２
月
16
日
、
全

国
都
市
会
館
で
第
１
８
５
回

委
員
会
を
開
催
。
今
年
度
の

要
望
結
果
概
要
に
つ
い
て
報

告
し
、
次
年
度
へ
の
申
し
送

り
事
項
を
決
定
し
た
。

冒
頭
、
中
平
委
員
長
が
急

遽
欠
席
の
た
め
、
里
雄
淳
意

副
委
員
長
（
海
津
市
議
会
議

長
）
が
挨
拶
し
た
。

要
望
結
果
概
要
で
は
、
▽

少
子
化
対
策
等
▽
地
域
医
療

施
策
▽
医
療
保
険
制
度
▽
保

健
衛
生
施
策
等
▽
社
会
福
祉

施
策
▽
介
護
保
険
制
度
▽
雇

用
対
策
▽
文
教
施
策
▽
環
境

保
全
施
策
―
の
9
項
目
に

つ
い
て
説
明
し
た
。

会
議
で
は
、
厚
生
労
働

省
大
臣
官
房
の
吉
田
一
生

会
計
課
長
、
文
部
科
学
省

大
臣
官
房
の
常
盤
木
祐
一

会
計
課
長
が
所
管
す
る
令

和
８
年
度
の
予
算
案
の
概

要
に
つ
い
て
説
明
し
た
。

社
会
文
教
委
員
会
（
委
員

 「医療法等の一部を改正する法律」における
医師偏在是正に向けた総合的な対策 

①都道府県知事が医療計画において「重点的に医師を確保するべ
き区域」を定めることを可能とし、保険者からの拠出による当
該区域の医師の手当の支給に関する事業を設ける
②外来医師過多区域の無償診療所への対応強化
　（新規開設の事前届出制、要請勧告公表、保険医療機関の指定期間短縮等）
③保険医療機関の管理者について、保険医として一定年数の従事
経験を持つことなどを要件とし、責務を課す

（厚生労働省資料をもとに本会作成）
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山居委員長
（士別市）

産
業
経
済
委
員
会
（
委
員

長
＝
山
居
忠
彰
士
別
市
議
会

農
林
水
産
業
共
通
対
策  

要
望
項
目
で
あ
る
、
農
林

水
産
業
者
が
安
心
し
て
経
営

を
続
け
ら
れ
る
対
策
や
資
金

繰
り
対
策
、農
林
水
産
物・食

品
の
輸
出
5
兆
円
目
標
の
実

現
に
向
け
て
輸
出
に
チ
ャ
レ

ン
ジ
す
る
農
林
水
産
業
者
を

後
押
し
す
る
こ
と
な
ど
に
対

し
、
令
和
８
年
度
農
林
水
産

省
予
算
案
で

は
、新
規
項
目

と
し
て
米
穀

等
安
定
生
産
・

需
要
開
拓
総

合
対
策
事
業

に
15
・
14
億
円

（
７
年
度
補
正

23
・
84
億
円
）

を
計
上
し
た
。

こ
れ
に
よ

り
、
米
の
需
給

及
び
価
格
の

安
定
に
向
け
、

生
産
性
の
向

上
や
需
要
拡
大
、流
通
の
円
滑

化
を
図
る
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
水
田
活
用
の
直
接

支
払
交
付
金
等
と
し
て
２
７

５
２
億
円
を
計
上
し
、
生
産

者
の
立
場
に
立
っ
た
食
料
自

給
率
向
上
の
取
組
を
支
援
す

る
。
産
業
経
済
委
員
会
で
は
、

こ
の
制
度
を
恒
久
的
な
も
の

と
す
る
よ
う
要
望
す
る
必
要

が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

農
林
水
産
物
・
食
品
の

輸
出
促
進
に
つ
い
て
は
、

１
４
０・49
億
円（
７
年
度
補

正
４
５
７
・
69
億
円
）
を
計

上
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト
国
に
お
け

る
輸
出
・
海
外
展
開
支
援
体

制
の
確
立
強
化
事
業
や
品
目

団
体
等
輸
出
力
強
化
支
援
事

業
な
ど
様
々
な
支
援
を
行
う

と
し
て
い
る
。

農
業
振
興
対
策  

農
業
者
を
支
援
す
る
経
営

所
得
安
定
対
策
、
ス
マ
ー
ト

農
業
の
活
用
、
新
規
就
農
者

育
成
総
合
対
策
の
十
分
な
予

算
の
確
保
、農
地
集
約・集
積

化
の
推
進
、畜
産・酪
農
経
営

安
定
対
策
の
充
実
強
化
な
ど

に
対
し
、
令
和
８
年
度
農
水

省
予
算
案
で
、
経
営
所
得
安

定
対
策
に
２
４
６
２
・
35
億

円
を
計
上
し
た
。

ス
マ
ー
ト
農
業
に
つ
い
て

は
、
コ
メ
新
市
場
開
拓
等
推

進
事
業
の
一
環
と
し
て
ス

マ
ー
ト
農
業
機
器
の
活
用
が

推
進
さ
れ
る
ほ
か
、
地
域
農

業
構
造
転
換
支
援
対
策
と
し

て
、
ス
マ
ー
ト
農
業
研
修
教

育
環
境
整
備
事
業
で
、
ス

マ
ー
ト
農
業
技
術
の
研
修
教

育
の
強
化
等
の
支
援
を
行
う

と
し
て
い
る
。

ま
た
、
農
業
農
村
整
備
事

業
３
３
６
５
・
02
億
円
に
よ

り
、
ス
マ
ー
ト
農
業
や
農
地

の
大
区
画
化
な
ど
の
基
盤
整

備
や
国
土
強
靱
化
に
向
け
た

農
業・農
村
の
防
災・減
災
対

策
を
推
進
す
る
と
し
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
、
担
い
手
へ
の

農
業
用
機
械
・
施
設
の
導
入

に
40・07
億
円（
７
年
度
補
正

１
２
２
・
86
億
円
）
を
計
上

し
、
経
営
改
善
に
取
り
組
む

担
い
手
の
農
地
集
積
化
や
農

業
用
機
械
・
施
設
の
導
入
を

支
援
す
る
と
し
て
い
る
。

畜
産・酪
農
に
つ
い
て
、畜

産
生
産
力
・
生
産
体
制
強
化

対
策
事
業
に
７
・
84
億
円
を

計
上
し
、
畜
産
物
の
生
産
力

及
び
生
産
体
制
の
強
化
が
図

ら
れ
る
ほ
か
、
飼
料
生
産
基

盤
に
立
脚
し
た
酪
農
・
肉
用

牛
産
地
支
援
に
51
・
83
億
円

を
計
上
し
、
国
産
飼
料
の
生

産
を
支
援
す
る
と
し
て
い
る
。

中
小
企
業
振
興
対
策
等  

中
小
企
業
へ
の
支
援
や
地

域
商
業
の
振
興
な
ど
を
要
望

し
た
。

中
小
企
業
庁
の
令
和
８

年
度
予
算
案
で
は
、
中
小
企

業
資
金
繰
り
支
援
事
業
に

２
２
８
億
円
を
計
上
し
、中
小

企
業
の
資
金
繰
り
の
円
滑
化

が
図
ら
れ
る
ほ
か
、地
域
の
経

済
と
雇
用
を
支
え
る
た
め
、中

小
企
業
活
性
化・事
業
承
継
総

合
支
援
事
業
１
３
９
億
円
に

よ
り
後
継
者
不
在
の
中
小
企

業
の
事
業
承
継
を
支
援
す
る
。

資
源・エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策  

昨
今
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格

の
高
騰
に
対
す
る
電
気
・
ガ

ス
料
金
負
担
軽
減
措
置
や
安

定
供
給
が
難
し
い
離
島
で
の

燃
料
供
給
へ
の
支
援
、
脱
炭

素
社
会
関
連
施
策
等
の
推
進

や
太
陽
光
発
電
施
設
の
設
置

に
関
す
る
法
整
備
な
ど
を
要

望
し
た
。

令
和
８
年
度
資
源
エ
ネ
ル

ギ
ー
庁
予
算
案
で
は
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
規
律
強

化
事
業
と
し
て
４・０
億
円

が
計
上
さ
れ
、
事
業
規
律
強

化
に
係
る
体
制
を
構
築
し
、

適
切
な
処
分
等
を
行
う
等
に

よ
り
、
地
域
と
共
生
し
た
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入

拡
大
を
促
進
す
る
こ
と
と
し

て
い
る
。

ま
た
、
地
域
に
お
け
る
新

た
な
燃
料
供
給
体
制
構
築
支

援
事
業
費
と
し
て
５・３
億

円
を
計
上
し
た
ほ
か
、
離

島・Ｓ
Ｓ（
サ
ー
ビ
ス
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
）
過
疎
地
等
に
お
け

る
石
油
製
品
の
流
通
合
理
化

支
援
事
業
費
に
よ
り
、
燃
料

供
給
の
条
件
の
厳
し
い
地
域

へ
の
支
援
を
図
る
こ
と
と
し

て
い
る
。

議
長
）
は
２
月
18
日
、
全
国

都
市
会
館
で
第
１
８
５
回
委

員
会
を
開
催
。
今
年
度
の
要

望
結
果
概
要
に
つ
い
て
報
告

し
、
次
年
度
へ
の
申
し
送
り

事
項
を
決
定
し
た
。

要
望
結
果
概
要
で
は
、
▽

農
林
水
産
業
共
通
対
策
▽
農

米
の
需
給
及
び
価
格
の
安
定
支
援

食
料
自
給
力
確
保
の
た
め

産業経済
委 員 会米の需給及び価格の安定に向けて、種子の安定供給、生産コスト

の低減等による生産性の向上、輸出や米粉等の需要拡大、流通円
滑化等を進める必要があるため、用途ごとの生産から消費までのそれ
ぞれの取組を総合的に支援する。

令和 8 年度農林水産省予算 15.14 億円
米穀等安定生産・需要開拓総合対策事業

1. 米穀等生産力強化促進事業	���多様なニーズにも対応した安定的な
種子の生産・供給体制構築や新規
採種農家の参入促進、稲作のコスト
削減に向けた取組を支援

2. 米穀流通情報整備事業	�������消費等の動向の調査・分析を実施
3. 米穀等需要開拓事業	���������情報発信や輸出拡大など米の消費

量減少対策の取組を支援
4. 米穀需給安定対策事業	�������国産米粉の利用拡大や米粉用米の

安定供給、米の需給変化に即応し
た加工用米・新市場開拓米等の安
定供給に向けた供給力強化の取組
を支援
（農林水産省資料をもとに本会作成）米粉パン、米粉麺

業
振
興
対
策
▽
中
小
企
業
振

興
対
策
等
▽
資
源
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
対
策
―
な
ど
７
項
目
に

つ
い
て
報
告
し
た
。

講
師
説
明
で
は
、
経
済
産

業
省
大
臣
官
房
の
若
月
一
泰

会
計
課
長
、
農
林
水
産
省
大

臣
官
房
の
中
尾
学
予
算
課
長

が
各
省
の
予
算
の
概
要
に
つ

い
て
説
明
し
た
。



令和 8年 2月 25日号（6）第 2328 号 全 国 市 議 会 旬 報

建設運輸
委 員 会

渡邉委員長
（燕市）

建
設
運
輸
委
員
会
（
委
員

長
＝
渡
邉
雄
三
燕
市
議
会
議

長
）
は
２
月
12
日
、
全
国
都

市
会
館
で
第
１
８
５
回
委
員

会
を
開
催
。
今
年
度
の
要
望

結
果
概
要
に
つ
い
て
報
告
し
、

次
年
度
へ
の
申
し
送
り
事
項

を
決
定
し
た
。

要
望
結
果
概
要
で
は
、
▽

自
然
災
害
対
策
の
推
進
▽
各

種
交
通
基
盤
整
備
の
推
進
▽

都
市
基
盤
整
備
の
推
進
▽
観

都
市
基
盤
整
備
の
推
進  

橋
梁
や
ト
ン
ネ
ル
等
の
老

朽
化
対
策
へ
の
予
算
確
保
及

び
緊
急
に
修
繕
等
の
措
置
が

必
要
な
場
合
の
優
先
的
な
財

政
支
援
な
ど
を
要
望
し
た
。

８
年
度
国
交
省
予
算
案
で

は
、
埼
玉
県
八
潮
市
の
道
路

陥
没
事
故
等
を
踏
ま
え
た
上

下
水
道
の
老
朽
化
対
策
等
に

よ
る
予
防
保
全
型
の
イ
ン
フ

自
然
災
害
対
策
の
推
進  

流
域
治
水
の
本
格
的
実
践

に
必
要
な
予
算
・
財
源
の
確

保
な
ど
の
支
援
や
、
第
１
次

国
土
強
靱
化
実
施
中
期
計
画

の
推
進
に
必
要
な
予
算
・
財

源
の
別
枠
で
の
確
保
、
災
害

対
応
の
充
実
強
化
な
ど
を
要

望
し
た
。

令
和
８
年
度
国
土
交
通
省

予
算
案
で
は
、
令
和
７
年
６

月
に
閣
議
検
定
さ
れ
た
「
第

１
次
国
土
強
靱
化
実
施
中
期

計
画
」
に
基
づ
く
取
組
を
着

実
に
推
進
す
る
と
し
て
い
る
。

「
第
１
次
国
土
強
靱
化
実

施
中
期
計
画
」
で
は
、
推
進

が
特
に
必
要
と
な
る
施
策
と

し
て
①
防
災
イ
ン
フ
ラ
の
整

―
の
５
項
目
に
つ
い
て
全

１
１
４
施
策
を
挙
げ
、
流
域

治
水
対
策
や
交
通
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
連
携
強
化
対
策
、

進
行
す
る
イ
ン
フ
ラ
老
朽
化

へ
の
対
応
な
ど
を
推
進
す
る

と
し
て
い
る
。
事
業
規
模
は

今
後
５
年
間
で
概
ね
20
兆
円

強
程
度
を
目
途
と
し
、
今
後

の
資
材
価
格
・
人
件
費
高
騰

等
の
影
響
に
つ
い
て
は
予
算

編
成
過
程
で
適
切
に
反
映
す

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

流
域
治
水
対
策
に
つ
い
て

は
、気
候
変
動
に
よ
る
水
害
や

土
砂
災
害
の
激
甚
化
に
対
抗

す
る「
流
域
治
水
」の
加
速
化・

深
化
に
６
３
８
８
億
円
（
７

年
度
補
正
予
算
２
５
８
０
億

備
・
管
理
②
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

の
強
靱
化
③
デ
ジ
タ
ル
等
新

技
術
の
活
用
④
官
民
連
携
強

化
⑤
地
域
防
災
力
の
強
化

各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推
進  

各
種
交
通
基
盤
の
維
持
や

整
備
促
進
、
支
援
施
策
の
充

実
を
要
望
し
た
。

令
和
８
年
度
国
土
交
通
省

予
算
案
で
は
、
成
長
の
基

盤
と
な
る
社
会
資
本
整
備

の
総
合
的
支
援
（
社
会
資

本
整
備
総
合
交
付
金
）
に

４
５
９
７
億
円
（
７
年
度
補

正
予
算
５
１
０
億
円
と
合
計

で
５
１
０
７
億
円
）
を
計
上

し
た
。
将
来
の
成
長
の
基
盤

と
な
る 

民
間
投
資
・
需
要
を

喚
起
す
る
道
路
整
備
等
を
進

め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

地
域
公
共
交
通
に
つ
い
て
、

令
和
８
年
度
国
交
省
予
算
で

は
、「
交
通
空
白
」
の
解
消
等

に
向
け
た
地
域
交
通
の
リ・デ

観
光
施
策
の
推
進  

魅
力
あ
る
観
光
地
域
づ
く

り
の
促
進
と
し
て
、
受
け
入

れ
環
境
の
整
備
や
観
光
産
業

の
生
産
性
向
上
・
高
付
加
価

値
化
、
観
光
資
源
の
磨
き
上

げ
な
ど
に
取
り
組
む
た
め
の

財
源
確
保
な
ど
を
要
望
し
て

い
た
。

ザ
イ
ン（
再
構
築
）の
全
面
展

開
と
し
て
２
６
５
億
円（
７
年

度
補
正
予
算
４
２
４
億
円
と

合
計
で
６
８
８
億
円
）
を
計

上
。「
交
通
空
白
」
の
解
消
に

向
け
た
地
方
公
共
団
体
や
公

共
交
通
事
業
者
等
に
よ
る
地

域
の
実
情
に
応
じ
た
移
動
手

段
の
確
保・維
持
の
取
組
を
進

め
る
と
し
て
い
る
。

光
施
策
の
推
進
―
の
４
項

目
に
沿
っ
て
、
政
府
予
算

案
な
ど
に
つ
い
て
説
明
し

た
。講

師
説
明
で
は
、
国
土

交
通
省
大
臣
官
房
の
黒
須

卓
会
計
課
長
、
内
閣
府
の

唐
戸
直
樹
企
画
官
（
総
括

担
当
）
が
各
府
省
の
令
和

８
年
度
予
算
案
の
概
要
に

つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
説
明
し

た
。

８
年
度
国
交
省
観
光
庁
予

算
案
で
は
、
地
域
一
体
と

な
っ
た
持
続
可
能
な
観
光

地
域
づ
く
り
の
推
進
に
18
・

79
億
円
が
計
上
さ
れ
、
地
域

一
体
と
な
っ
た
持
続
可
能
な

観
光
地
経
営
の
推
進
や
観
光

交
通
確
保
に
向
け
た
受
入
環

境
整
備
な
ど
が
行
わ
れ
る
。

ラ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
実
現
に

８
６
７
３
億
円
（
７
年
度
補

正
予
算
１
７
２
４
億
円
と
合

計
で
１
兆
３
９
８
億
円
）
を

計
上
し
て
お
り
、
国
土
交
通

省
イ
ン
フ
ラ
長
寿
命
化
計
画

（
行
動
計
画
）
に
基
づ
く
取

組
や
、広
域
的・戦
略
的
な
イ

ン
フ
ラ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
取

組
な
ど
、
イ
ン
フ
ラ
が
持
つ

機
能
を
将
来
に
わ
た
っ
て
適

「
中
期
計
画
」に
基
づ
き
推
進

防
災
・
減
災
・
老
朽
化
対
策

森林・治山施設の整備

貯留機能保全区域

利水ダム活用

ハザードマップ作成

堤防強化

防災集団移転事業

砂防施設の整備

流域治水のイメージ
下水道整備

地区計画
雨水貯留
浸透施設 避難拠点の整備

治水ダムの建設・再生

浸水被害防止区域

（国交省資料より）

円
と
合
計
で
８
９
６
８
億
円
）

を
計
上
し
た
。気
候
変
動
に
よ

る
集
中
豪
雨
の
増
加
や
激
甚

化・頻
発
化
す
る
土
砂
災
害
に

対
し
て
、ハ
ー
ド・ソ
フ
ト
一

体
と
な
っ
た
総
合
的
な
対
策

を
実
施
し
、
地
域
全
体
の
安

全
性
向
上
を
強
力
に
推
進
す

る
と
し
て
い
る
。

切
に
発
揮
で
き
る
よ
う
予
防

保
全
型
の
イ
ン
フ
ラ
メ
ン
テ

ナ
ン
ス
の
実
現
に
向
け
た
取

組
を
推
進
す
る
と
し
て
い
る
。

ま
た
、政
府
の「
第
１
次
国

土
強
靱
化
実
施
中
期
計
画
」

に
お
け
る
推
進
が
特
に
必
要

と
な
る
５
項
目
１
１
４
施
策

の
中
で
も
、
予
防
保
全
型
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
へ
の
早
期
転
換

が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。


